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昨年１１月２６～２８日の３日間，京都大学経営管

理大学院と同志社大学技術・企業・国際競争力

研究センターの共催，みずほ証券株式会社の協

賛で，開発途上国のビジネスグループに関する

国際会議が，京都大学（２６日，２７日）と同志社

大学（２８日）において開催された。世界１６カ国

の研究者が集い，連日，活発に議論をたたかわ

せた。ビジネスグループ研究の現在の到達点を

示す興味深い会議であった。筆者はこの会議に

報告者として参加する機会を得た。以下におい

てはこの会議のもようを紹介したい。

Ⅰ 国際カンファレンスのねらいと

プログラム

開発途上国のビジネスグループに関しては，

特に１９９７年のアジア通貨危機以降，数多くの研

究が現れている。しかしビジネスグループの経

済成長への貢献や事業環境の変化に対する適応

能力，あるいは革新能力に対する評価は定まっ

ていない。経営の不透明性，政権との癒着，経

済的非効率などを理由とする，ジャーナリズム

や学界の一部におけるビジネスグループ批判は

根強い。そのような研究の現状を，カンナとヤ

フェは２００７年６月に発表した研究サーベイ論文

において，「新興市場のビジネスグループ──

模範生か，寄生者か」という巧みな題名で表し

ている［Khanna and Yafeh２００７］。この会議はそ

のような研究の現状を踏まえ，そこからさらに

一歩を踏み出す試みであった。

会議の特徴として次の３点を挙げることがで

きる。第１に，これまでのビジネスグループ研

究は事例が東アジア，東南アジアに偏っていた

との認識から，検討対象をラテンアメリカ，中

東，アフリカまで広げたことである。第２に，

ビジネスグループの共通性と国ごとの特殊性を

地域横断的に比較検討できるように，国別報告

者は組織者が提示した論点を盛り込んだペーパ

ーを用意するよう求められたことである。提示

された論点は，ビジネスグループの戦略，構造，

ガバナンス，事業実績，政府との関係などであ

る。第３に，国別報告を補完する試みとして，

企業論の名だたる研究者を招き，国別報告を踏

まえた理論的見地からの見解を彼らに求めたこ

とである。めざすところは，論理的かつバラン

スのとれた開発途上国のビジネスグループ理解

であった。

この会議を組織したのは，京都大学の曳野孝

京都国際カンファレンス

「開発途上国経済におけるビジネスグループの進化ダイナミックス」

ほし の たえ こ
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（敬称略，以下同じ），同志社大学のアスル・チ

ョルパン（Asli Colpan），カリフォルニア大学バ

ークレー校のジェームズ・リンカーン（James

Lincoln）の３人である。彼らの幅広い人脈が動

員されたことで，世界から多彩な研究者が集ま

った。

会議プログラムの構成は次のとおりである。

１日目午前 セッション１ ビジネスグループ

の理論と歴史

午後 セッション２・３（アジア１：韓

国・台湾，アジア２：シンガポール

・タイ）

２日目午前 セッション４・５（アジア３：中

国・インド，ラテンアメリカ１：メ

キシコ・ブラジル）

午後 セッション６・７（ラテンアメリ

カ２：チリ・アルゼンチン，中東・

アフリカ：トルコ・イスラエル・南

アフリカ）

３日目午前 セッション８・９（ビジネスグル

ープの経済的・政治的基盤，金融，

ガバナンス）

午後 セッション１０（リーダーシップ，

経営，戦略）

総括セッション（開発エージェン

トとしてのビジネスグループ）

以下に報告の概要を紹介したい。

Ⅱ 報告の概要

１．１日目午前 セッション１

開会の辞に続く第１セッションでは，冒頭で

会議の共同組織者の１人リンカーンが問題提起

と会議の趣旨説明を行い，続いて，チョルパン

と曳野が「ビジネスグループ──分析枠組み」

と題する報告を行った。開発途上国ではしばし

ば家族所有のビジネスグループが経済開発の重

要な担い手となっている。この会議で焦点を当

てるのは非関連分野に多角化し，中央集権的な

統制と出資関係により結ばれ，しばしば家族の

所有と経営支配の下にあるビジネスグループで

あると述べ，会議のねらいとして開発途上国に

おいてビジネスグループが高いプレゼンスを有

する理由を考察すること，個別グループの分析

を一国の経済発展の分析と統合する視角を構築

することなどをあげた。続いて下谷政弘（京都

大学）とリンカーンが，日本について，戦前期

の財閥から財閥解体後の系列企業グループ，そ

してバブル崩壊後の系列の解消に至る企業グル

ープ組織の変遷を報告した。

２．１日目午後 セッション２・３

第２セッションでは韓国と台湾の事例が報告

された。韓国についてはキム・ヒチョン（Kim

Hicheon, Korea University Business School,Korea）

が，チェボル（韓国財閥）のアジア通貨危機後

の構造と戦略の変化について報告した。それに

よれば，韓国の経済発展においてチェボルは重

要な役割を果たしてきた。しかし韓国の制度，

競争環境の変化にともない，それらとチェボル

の競争優位や多角化をめぐる戦略，グループ統

治構造とのずれが生じていた。アジア通貨危機

がその矛盾を露呈させた。通貨危機を契機に経

営破綻し姿を消したチェボルがある一方で，制

度，競争環境の変化に合わせて，一部のチェボ

ルは事業再編を行い，再び成長を始めている。

事業再編後のチェボルの戦略と構造は多様であ

り，一般化が難しいと指摘された。

台湾については，チュン・チーニェン（Chi−
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Nien Chung）とイシュティアーク・P・モホム

ッド（Ishtiaq P. Mahmood，ともにNational Singa-

pore University, Singapore）が，１９９０年代の政治

の民主化と経済の自由化のもとでの，ビジネス

グループと政治権力の紐帯関係を検討した。具

体的には，１００グループのデータを用いて，企

業グループの属性と，グループ・リーダーの政

治参加，ならびに友人・血縁関係を通じたイン

フォーマルな政治的紐帯の保持の程度との関係

を分析した。主な発見として彼らは，政治的紐

帯をもつグループはもたないグループに比べ資

産規模が大きく，多角化の度合いが高いこと，

また予想に反して，非家族所有型グループの方

が政治的紐帯を有する傾向が高いという結果が

得られ，その解釈として，家族所有型グループ

の方が政治的コネクション保持の潜在的なリス

クを意識している可能性があることを指摘した。

第３セッションではシンガポールとタイの事

例が報告された。ライシー・ツィアウ（Lai Si Tui

−Auch, Nanyang Technological University, Singa-

pore）が，シンガポールのビジネスグループの

特徴とアジア通貨危機後の変化について次のよ

うな内容の報告を行った。シンガポールの特殊

性は家族所有型の他に政府所有型ビジネスグル

ープが存在し，一部業種で独占的地位を占める

ことである。その背景には，政府自らがビジネ

スグループを介し経済開発に深く関わってきた

ことがある。家族所有型，政府所有型ともに専

門経営者を登用し，アジア域内を活動の場とし

てきた。アジア通貨危機以降，非コアビジネス

の分離，政府所有型のアジア域外への進出など

の変化がみられるが，所有構造に変化はない。

家族所有型の強みは政府からの自由度が高いこ

とで，彼らは活動の場をアジアに定めている。

政府所有型は政府の資金と政策情報を利用でき

ることが強みだが，所有・経営の閉鎖性・不透

明性や経営者の政治的対応能力の未成熟という

構造面，文化面での弱みをもつと指摘された。

続いて末廣昭（東京大学）とネーナパー・ワ

イラートサック（Natenapha Wailerdsak, University

of the Philippines, the Philippines）が，タイの家

族所有型ビジネスグループの持続的な発展を，

「経営臨界点」への対応という独自の視点から

考察した。１９９７年アジア通貨危機後のタイの家

族所有型ビジネスグループを，事業多角化の程

度と経営の制度化・専門化の程度という２つの

軸に沿って４類型に区分し，経済自由化が加速

するなかで長期的に生き残るのは，経営の近代

化を実現した特化型ビジネスグループであろう

との見通しを示した。また家族所有型ビジネス

グループによる経営臨界点への対応を，投資資

金，技術および知識，人材面に分けて検討した。

３．２日目午前 セッション４・５

最初の第４セッションでは中国とインドの事

例が報告された。まず，中国のビジネスグルー

プの特徴をイ・グン（Lee Keum, Seoul National

University, Korea）が報告した。中国では市場経

済化の過程でビジネスグループの形成が進み，

現在では経済の重要な担い手に成長している。

報告で彼は１９９４～９６年の上場企業１１８社のデー

タを用いて，高い政府持株比率，特定業種への

特化傾向，重債務，低利潤，資本蓄積の遅れ，

ピラミッド型所有構造などの特徴を明らかにし

た。次に１９９８～２００２年の上場企業５０９９社のデー

タベースを用いた，ビジネスグループの行動に

関する諸仮説の検証結果を紹介した。ビジネス

グループは利潤最大化より安定を志向するとい

う利潤安定仮説，ビジネスグループのメンバー
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企業は相互保険効果や過重借入の節税効果など

金融的利益を得ているという仮説，ビジネスグ

ループの過大投資仮説を検討し，いずれについ

ても仮説を支持する検証結果が得られたとの結

論であった。

次にジャヤティ・サルカール（Jayati Sarkar,

Indira Gandhi Institute of Development Research,In-

dia）がインドの家族所有型ビジネスグループ

の構造と戦略の歴史的変遷について報告した。

焦点が当てられたのは，１９９１年の経済改革以降

の制度環境変化のもとでの，ビジネスグループ

の連続性と変化である。連続性として経済にお

ける支配的地位，所有の集中と経営支配の構造，

トップグループのリーダーシップ，企業家精神，

多角的事業などが，変化としては上位グループ

の顔ぶれと成長戦略が指摘された。ビジネスグ

ループは環境に応じ戦略を調整する能力，成長

のために資源・市場アクセス面での比較優位を

生かす能力を有するという点で，適応能力もつ

との評価が示された。

アジアに続くラテンアメリカのセッションの

第１報告として，筆者が経済改革をはさんだ過

去２０年間のメキシコの家族所有型ビジネスグル

ープの変化と連続性を，上位２５グループについ

て検討した。ビジネスグループの歴史的形成過

程と，最上位グループへの経済力の集中，ピラ

ミッド型所有構造などの特徴を明らかにした後，

２０年間の変化として，上位２５グループの入れ替

わりと，以前の無秩序な多角化から選択的多角

化・特化への多角化戦略の変化，国内指向から

海外指向への市場戦略の変化を指摘した。一方，

連続性として，家族への所有の集中と経営支配

に変わりはないこと，しかし経営執行への俸給

経営者の登用の動きがあることを指摘した。

続いてダンテ・メンデス（Dante Mendes

Aldrighi, University of São Paulo, Brazil）が，開発

主義国家の後退，経済自由化，ガバナンス改革

などの環境変化がブラジル・ビジネスグループ

の構造と戦略に及ぼした影響について報告した。

ブラジルにみられる家族支配型，国家支配型，

外資支配型の３種のビジネスグループのうち国

家支配型が縮小していること，グループごとに

多角化戦略が多様化していること，事業の国際

化が進んでいることを指摘した。また，ピラミ

ッド型所有構造について計量分析を行い，少数

株主搾取が目的であることを支持する結果は得

られなかったこと，ピラミッド型所有構造との

相関関係について，利潤では負，規模では正の

相関関係が，負債では相関関係は認められない

との分析結果が得られたことを紹介し，ピラミ

ッド型所有構造の動機について結果は不明瞭で

あると結論づけた。

４．２日目午後 セッション６・７

続く第６セッションではチリとアルゼンチン

の事例が報告された。フェルナンド・レフォル

ト（Fernando Lefort, Pontificia Univesidad Católica

de Chile, Chile）がチリのビジネスグループの概

容と所有・経営支配の構造，歴史的変遷につい

て報告した。家族所有型グループの高いプレゼ

ンス，創業者家族による所有の集中と経営支配，

ピラミッド型所有構造，関連分野への多角化な

どの特徴が指摘され，歴史的変遷の検討から，

公企業民営化や経済危機などの経済ショックが

ビジネスグループの変化と事業機会の源泉であ

ったこと，チリ市場の狭小性と個々の産業部門

の状況が業種の選択と多角化の方向性を規定し

たこと，法制度，所得分布，資本市場の成熟度，

支配家族の世代構成が，企業構造の決定要因と
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なったことなど，仮説的な見解を示した。

次にファン・キロガ（Juán Quiroga, Universidad

Austral, Argentine）が，アルゼンチンの大規模

家族所有型ビジネスグループの特徴と過去２０年

の経済環境の変化への対応について報告した。

特徴としてあげたのは，それほど大きくない規

模，家族による所有集中と経営支配，ピラミッ

ド型所有構造，金融部門への低い関与などであ

る。環境変化への対応として彼が指摘したのは，

多角化・国際化を進める少数のグループと，解

体するグループという２つの対照的な潮流が存

在したこと，新たなグループの台頭がなかった

ことなどであった。解体の要因として，経済環

境の厳しさと政策的支援の不在，世代交代問題

などを指摘した。

国別報告最後の第７セッションではトルコ，

イスラエル，南アフリカの事例が報告された。

最初にコンスタンティン・コシェンコ（Konstan-

tin Kosenko, The Hebrew University, Israel）がイ

スラエルのビジネスグループの成長の歴史的経

緯と，事業多角化，所有構造，業績・市場価値

に関する上場企業６５０社のデータ分析の結果を

報告した。成長過程では政府の政策や経済環境

の変化がビジネスグループの成長に重要な役割

を果たしたが，未発達な制度をビジネスグルー

プが代替することはなかったこと，支配株主の

入れ替わりが激しかったことを指摘した。デー

タ分析の結果として，家族支配型グループによ

る多数の上場企業の支配，ピラミッド型所有構

造，金融業など多様な業種への多角化，非グル

ープ企業と比べて古く，大規模で，負債比率が

高いこと，高利潤とはいえず，市場価値が低い

ことなどの点を紹介した。今後の検討課題とし

て，市場価値の低さの要因，経済以外の文化的，

政治的要因による説明の可能性などが指摘され

た。

続いてアスル・チョルパンがトルコのビジネ

スグループの所有・経営の構造，戦略，組織と

支配メカニズムについて次のような内容の報告

を行った。上位５０ビジネスグループの約半数が

家族所有型である。事業多角化を特徴とし，設

立時期，多角化の経緯により３つの戦略グルー

プに分類できる。本格的な事業の国際化は１９９０

年代と遅い。家族は非上場持株会社を介し所有

・経営を支配する。近年，経営執行への専門経

営者の登用，外部取締役の導入の動きがあるが，

家族による取締役会支配は変わらない。複数事

業部制に似た企画・資源配分と事業執行の分業

制がとられ，前者を家族が支配している。家族

による所有・経営支配と世界標準のガバナンス

の結合が長期に可能であるかは今後の検討課題

である。ビジネスグループは環境変化にうまく

適応しており，経営資源上の優位と，事業遂行

能力や革新能力などの機能的能力から成る競争

能力がそれを可能にしているとの評価を述べた。

最後にアンドレア・ゴールドスタイン（An-

drea Goldstein, OECD）が，南アフリカのビジネ

スグループの歴史的変遷と最近の変化を報告し

た。南アフリカは鉱業経済，人種政策，旧宗主

国との緊密な繋がりという他の開発途上国にな

い特徴を有し，それらが鉱業の担い手である家

族所有型ビジネスグループの成長に規定的役割

を果たしてきた。ビジネスグループの近年の変

化としては，鉱業事業の比重の縮小，他の事業

分野への多角化，海外事業の拡大，OECD基準

に沿ったガバナンス改革の動きがある。海外で

の上場，機関株主の比重の増加により，ガバナ

ンス改革の圧力が強まり非家族の専門経営者の
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登用を進めているグループもある。代表例とし

て，アングロ・アメリカンとランブラントの事

例が紹介された。

５．３日目午前 セッション８・９

第８セッション以降は，それまでの報告と異

なり，事前に提出された国別ペーパーを報告者

が読み，それぞれの専門分野から開発途上国の

ビジネスグループをどう考えるかを述べた。

最初にリチャード・ラングロア（Richard Lan-

glois, University of Connecticut, USA）が「経済制

度と企業の境界──ビジネスグループの場合」

と題し，企業制度論の主要な潮流の議論によっ

てビジネスグループをどう説明できるかを報告

した。検討されたのは市場の機能を助ける制度

の役割に着目するコース（R. Coase），ノース（D.

C. North），ウィリアムソン（O. Williamson）に

連なる新制度学派の議論，企業成長における経

営組織の役割を重視するチャンドラー（A.

Chandler）の議論，開発途上国のビジネスグル

ープを未成熟な制度環境を補完する組織と捉え

るN・レフの議論［Leff１９７８］などである。こ

れらの議論からは，ビジネスグループは不完全

な市場への対応であるという理解が導き出せる。

ただしこの理解では市場の成熟によりビジネス

グループは必要がなくなることになるが，この

点は明らかでないこと，また，なぜ米国でビジ

ネスグループが発展しなかったのか明らかでな

いこと，などの問題が指摘された。

次にベン・ロス・シュネーダー（Ben Ross

Schneider, Northwestern University, USA）が，「政

治とビジネスグループの多角化──誘因，優位，

制約」と題して報告した。それによれば，ビジ

ネスグループの多角化には誘因と優位が働く。

誘因としては資本市場の未発達，政治・経済変

動へのリスク分散，優位としては資本，情報，

政府へのアクセスがある。ともに政治の影響を

受け，政府との緊密度がグループの成長を規定

している。ラテンアメリカでは政府と距離をお

くグループは成長が遅く，多角化の程度が小さ

く，企業買収より新規事業投資で拡大する傾向

があるのに対し，政府と緊密なグループは企業

買収で急成長するが，政治の変化に脆弱である。

その理由として，彼は民営化政策や外資規制な

ど多角化要因に対する政府の影響力を指摘した。

方法論に関して，ビジネスグループの失敗事例

の分析，先進国の事例との比較，歴史的分析な

どの必要性が提起された。

第９セッションではまずランドール・モルク

（Randall Morck, University of Alberta, Canada）が

「大ピラミッドの謎──可能な答えは？」と題

し報告した。開発途上国のピラミッド型ビジネ

スグループは，かつてローゼンシュタイン＝ロ

ダン［Rosenstein−Rodan１９４３］が国家に期待し

た中央計画化の機能を，非常に効率的に果たし

ていると述べ，欠点としてガバナンス問題，継

承問題，政治的影響力などがあることを指摘し

た。次に，ビジネスグループの存続の可能性を

探る手がかりとして，先進諸国における歴史的

経験を紹介した。それによれば，先進諸国には

ピラミッド型ビジネスグループの解体（大恐慌

期のアメリカ，サッチャー政権期のイギリス，占

領下の日本），家族支配の排除（ヒットラー下の

ドイツ，ムッソリーニ下のイタリア），家族支配

型グループの受容（スウェーデン）などの歴史

的事例が存在する。先進諸国では危機が国家を

強化し改革をもたらした。これに対し開発途上

国では危機が国家を弱体化したため，ビジネス

グループが未成熟な制度環境における優位を発
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揮することを可能にしたのではないかとの仮説

的見解が示された。

続いてベーリュル・ユスディケン（Behlul Us-

diken, Sabanci University, Turkey）が「難問と困

惑する研究者──家族はビジネスグループの経

営から退いたか？」と題して報告した。ここで

いう難問とは，近年の変化として経営の中枢が

ますます専門経営者で占められるようになった

にもかかわらず，所有家族による経営支配が続

いているのはなぜかという問いである。これま

では市場や制度が強化されればビジネスグルー

プは重要性を失うと考えられてきた。この問題

に，より困惑しているのは，効率性のみで説明

しようとする経済至上主義の視角である。制度

や権力を重視する視角では困惑はより少ない。

いずれせよ難問を解くには，各々の視角におい

て一層の研究が必要であり，方向性として，ビ

ジネスグループのガバナンスと経営に関する異

なった地域の事例の比較研究，ビジネスグルー

プの現状と変化に関する正確な記述と理解をめ

ざす定性的研究，さまざまな理論的視角の相対

的な利点に関する知識の蓄積，この３点が指摘

された。

６．３日目午後 セッション１０・総括セッシ

ョン

第１０セッションではアンドリュー・ドゥリオ

ス（Andrew Delios, National University of Singapore,

Singapore）が「競争戦略とビジネスグループ」

と題し，ビジネスグループの競争戦略に関する

研究の潮流と今後の研究課題について報告した。

戦略研究の主要論点には多角化の形態，他企業

との連携，事業組織の境界，業績目標などがあ

り，近年はそれらを制度環境から説明する視角

が主流となっている。その際に本国と進出国に

おけるビジネスグループ，本国と進出国におけ

る多国籍企業，ならびにビジネスグループと多

国籍企業をそれぞれ対比させて比較検討すれば，

ビジネスグループの戦略のみならず，その存在

についての理解も深まると強調した。今後の研

究課題としては，ビジネスグループの構造と戦

略の進化，ビジネスグループをめぐる制度の国

際比較，ビジネスグループ子会社の優位の性格，

ビジネスグループの能力と国際競争力との関連，

所有のタイプが戦略に及ぼす影響などを指摘し

た。

総括セッションでは曳野孝が「産業発展と国

際競争力」と題し，先進国と開発途上国を対比

させて，ビジネスグループの工業化の担い手と

しての役割を検討した。開発途上国のビジネス

グループの特徴として，複数の構成企業，非関

連分野への多角化，家族による所有の３つの要

素が指摘された。非関連分野への多角化は，不

完全な市場，産業政策，市場主義的な経済改革，

国際的事業への接触に呼応して行われたもので

あった。先進諸国の初期の工業化においても不

完全な市場は経済のプレーヤーに非関連分野へ

の多角化とビジネスグループ形成の機会を提供

し，事実，多角化したビジネスグループが工業

化初期には存在した。しかし先進諸国では相対

的に狭い関連分野に多角化した企業が，広く多

角化したビジネスグループより競争力をもち，

経済発展のエージェント役を果たした。これに

対し，開発途上国では反対の現象が起きている。

仮説的見解として，そのような違いは，経済・

政治・社会環境と，グループの資源と能力，こ

れら２つの要素の組合せにより説明できると指

摘し，その究明は今後の課題であると述べた。
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Ⅲ 質疑応答の主な論点と今後の課題

会議では各報告後の質疑応答の時間に活発な

議論が行われた。各々を紹介することは紙面の

都合上難しく重複も多いので，いくつか重要と

思われるものを論点ごとにまとめて紹介したい。

質問，意見で最も多かったのはビジネスグル

ープの定義に関してであった。会議組織者が提

起した，家族が経営支配する多角化した企業グ

ループという定義に対し，国ごとの多様性に合

わせたより緩やかな定義づけを求める意見や，

逆により厳密な定義づけの必要性を指摘する意

見が参加者から出された。また国別報告では組

織者と同様に定義する報告者が多かったが，複

数子会社を有する企業と定義する報告者，政府

所有型や外資所有型を含める報告者もあった。

国別事例の比較検討には統一した基準が必要で

あるとの認識では一致していたが，どう定義す

るかの議論は結局，決着がつかなかった。ビジ

ネスグループを途上国に特徴的な開発のエージ

ェントととらえるこの会議の趣旨からいえば，

国によっては政府系を含めることもありえよう。

ビジネスグループの類型化の試みが必要である

との感想をもった。

ビジネスグループの進化の契機と方向性につ

いても議論が集中した。国別報告では，家族に

よる所有と経営支配を維持しながら，厳しい国

際競争やガバナンス改革の圧力に戦略的に対応

し適応するビジネスグループの事例が数多く報

告された。この現象をどう理解するかについて

質問や意見が出された。明らかになったのは，

既存の企業理論では十分に説明しきれないとい

う点である。理論的観点からの報告においてい

くつかの仮説的見解が示されており，今後の研

究の進展が期待される。一方，環境変化に適応

する事例とともに，解体の事例も報告された。

それに対し出された疑問は，解体を必然とする

要因がビジネスグループ内部に存在したのかと

いう点であった。明らかになったのは，解体に

政治，経済，社会の危機的状況など外的要因が

強く関わっていたという点である。この点は途

上国のみならず，先進国における歴史的経験に

おいても同様であった。少なくともビジネスグ

ループの解体が自生的，必然的であることを示

す材料は，報告や質疑応答では提示されなかっ

た。ビジネスグループの存続と進化を理解する

ためには，経済・政治・社会環境と関連させて

考察することが必要であるという点で，概ね参

加者の意見の一致がみられたと考える。

ビジネスグループをめぐる環境のなかで政治

環境，特に政府との関係は，複数の報告がとり

あげ，質問や意見も多かった。主要な論点とし

ては，政府との距離の違いによるビジネスグル

ープの業績や活動業種の違い，経済グローバル

化により政府の経済的役割が後退するなかでの

ビジネスグループと政府の関係の変化，民族主

義や開発主義国家が誤った方向へ投資を導く可

能性などがあげられる。それぞれ特定国に限定

した議論のなかで提起されたものであるが，途

上国全般に当てはまる論点であり，今後の研究

課題となろう。

方法論に関連してこの会議で筆者が感じた点

は，ビジネスグループ研究において，大量デー

タの計量的分析が一般的となりつつあるという

点である。その背景には，ビジネスグループの

ガバナンス改革，それに伴う情報公開の進展か

ら，データ入手が容易になったことがある。研
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究対象のビジネスグループのみならず，それを

分析する研究者の側も環境変化に対応して，方

法論の研鑽を迫られているといえる。

なお，海外招聘者として会議には以上に名前

を挙げた報告者の他に，オクスフォード大学の

レイ・ロブリッジ（Ray Loveridge）が第１０セッ

ションの司会者として参加した。また，サセッ

クス大学のマイク・ホブデイ（Mike Hobday）

が第９セッションで「技術とビジネスグループ」

と題し報告する予定であったが，諸般の事情で

参加できず，パワーポイント資料のみ配付され

た。

この会議の成果は，オクスフォード・ビジネ

スグループ・ハンドブック（Oxford Handbook of

Business Group）の１冊として，オクスフォー

ド大学出版局から出版される予定である。
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